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本稿は、物価指数における品質調整を行う代表的な手法である

ヘドニック・アプローチを採り上げ、その経済理論的・実証的な

問題を整理するとともに、様々な製品の機能差・性能差がヘド

ニック・アプローチによってどの程度捕捉され得るかを検討する。

グリーンスパン FRB 議長が問題を提起している、いわゆる

「コンセプチュアライゼーション」では、経済活動の知識集約化

が進展する中で、経済統計において品質変化の影響が的確に捕捉

されにくくなっているとの点が一つの論点となっている。事実、

上院財政委員会に設置された CPI計測誤差に関する専門委員会は、

計測誤差の最大の源泉として品質調整の問題を指摘している。

経済分析上、財・サービスの品質変化を捕捉する手法として、

ヘドニック・アプローチが広く利用されている。同アプローチは、

財・サービスの全体的品質をその機能・性能をもたらす各種の

「特性」の合成であると考える。その実証分析の枠組みは、対象

とする財・サービスの価格をその性能・機能をあらわす諸特性に

よって回帰する極めて単純なものである。しかしながら、耐久消

費財のみならず、アパレル製品等の極めて幅広い製品に同一のフ

レームワークを適用し、品質変化を捕捉することができる。また、

対象とするデータやサンプル分割と工夫することにより、そこで

捕捉され得る品質差も多種多様なものに対応することができる。

キーワード：：　ヘドニック・アプローチ、ランカスター・モデル、物価指数、

計測誤差、品質変化
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１．はじめに

本稿は、物価指数における品質調整を行う代表的な手法であるヘドニック・

アプローチを採り上げ、その経済理論的・実証的な問題を整理するとともに、

機能差・性能差がヘドニック・アプローチによってどの程度捕捉され得るかを

検討する。

グリーンスパン FRB議長が問題を提起している、いわゆる「コンセプチュア

ライゼーション」（conceptualization）と呼ばれる問題においては、経済活動の

知識集約化が進展する中で、経済統計において品質変化の影響が的確に捕捉さ

れにくくなっているとの点が一つの論点となっている。事実、上院財政委員会

に設置されたボスキン・スタンフォード大教授を委員長とする CPI 計測誤差に

関する専門委員会では、現行の米国 CPIが抱える上方バイアスを 1.1%と推計し、

誤差の最大の源泉として品質調整の問題を指摘している1。

一般に、物価指数とは、ある基準時点から品質を一定に保ったとしたときの

物価変動を捕捉する「品質調整済み物価指数」であると理解できる。しかしな

がら、財の品質を調整した品質調整済み物価指数を作成する上では、一定とす

べき品質とは何かという問題が提起される。品質とは、一般に財・サービスに

対する主観的な評価であり、パソコンのように技術革新が著しい製品について

は、その品質を一定に保った価格を調査するために、具体的にどのような手段

をとればよいのか、という点が大きな問題になる。

経済分析上、財・サービスの品質変化を捕捉する手法として、ヘドニック・

アプローチが広く利用されている2。ヘドニック・アプローチは、財・サービス

の全体的品質をその機能・性能をもたらす各種の「特性」の合成であると考え

る。従って、そこで捕捉される品質変化は、財・サービス毎に多種多様である。

本稿では、筆者による最近の研究結果を展望することを通じ、価格差に有意な

影響を与える製品特性がヘドニック・アプローチによってどの程度捕捉され得

                                                
1 詳細は、Advisory Committee to Study the Consumer Price Index [1996] を参照。
2 ヘドニック・アプローチによる分析は、農業経済学者 Waugh [1928] がボストン市場の野菜

価格分析に適用した業績を端緒とする。ただし、直訳すると「快楽的」という意味である

‘hedonic’という用語は、その後 Court [1939] が同手法を利用して自動車の分析をした際に、

「品質」を乗り心地や快適さを示す諸特性あるいは性能指標に還元することを意識して命名し

たものである。ヘドニック・アプローチの詳細については、第２節で紹介するが、併せて、太

田 [1980]、Berndt [1991]等も参照のこと。
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るか、また、具体的に財・サービスのどのような機能差・性能差が価格差をみ

る上で重要であるか、といった点を整理する。

本稿の構成は以下のとおりである。まず、第２節では、ヘドニック・アプ

ローチの理論的基礎付けを紹介する。次に、第３節は、その実証分析の枠組み

と計量経済学的な問題点への対応の基本的な考え方を整理する。その上で、第

４節で、筆者自身による最近のヘドニック・アプローチの実証研究を展望し、

ヘドニック・アプローチが、財・サービスの品質調整を行う上で、どの程度有

効であるかを検討する。最後の第５節は結論を述べる。

２．ヘドニック・アプローチの理論的基礎付け

本節では、ヘドニック・アプローチの理論的基礎付けについて整理する。

（１）品質の定義：ヘドニック仮説

ヘドニック・アプローチでは、経済で取引されている各種の財・サービスの

価格が、その財・サービスの品質をあらわす種々の「特性」（characteristics）

に依存していると考える。このアプローチに経済学的な意味付けを与えるのは、

「ヘドニック仮説」と呼ばれる考え方で、ある財・サービスの全体的な品質を

各種の「特性」の合成であるとみる。

ここで、まず問題になるのは、特性によって把握しようとしている「品質」

の意味である。太田[1980]に従って、品質という言葉の定義を整理してみると、

①ある財の提供する機能・サービスを構成する客観的な諸特性の水準、②ある

財の客観的な諸特性の水準に対する総合的な評価、の二通りの意味があると考

えられる。前者の意味での品質は、パソコンを例にとって考えてみると、処理

速度、主記憶容量、補助記憶装置の種類・容量といったカタログ等に記載され

ている物理的な「特性」の組み合わせで表現することができる。この場合、品

質の定義としては、こうした諸特性の水準が全く同一のパソコンは同じ品質で

あり、異なるパソコンは違う品質ということになる。

しかしながら、物価指数における品質変化の問題を処理する場合には、後者

の「財の客観的特質に対する総合的な評価」という意味での品質を把握する必
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要が生じる。すなわち、パソコンの価格変化を評価するためには、パソコン 1

台に含まれる諸特性の水準を何か一つの指標に統合することにより、あるパソ

コンの品質は他のあるパソコンの品質の何倍であるかを定量的に比較する手法

が必要になる。ヘドニック・アプローチでは、共通の客観的性質を示す「特

性」の水準に依存して製品価格が決定されると考えるため、共通の客観的特性

が金額換算可能となる
3
。

（２）ランカスター・モデルによる品質変化の捕捉

以上のようなヘドニック・アプローチに対して、経済理論的な基礎を与えて

いるのは、「新しい消費者理論」と呼ばれる「ランカスター・モデル」に基づ

く消費者行動理論である4。

ここで、ランカスター・モデルと通常のミクロ経済学での消費者行動モデル

の相違について、図 1を利用して、直感的な説明を与えておく。まず、通常の

ミクロ経済学のフレームワークでは、品質が少しでも異なる財は全く別の財と

して取り扱うことで、同じ財の品質は同一であると仮定する。すなわち、図

1(a)において、代替関係にある製品１と製品２は別々の財として定義され、消

費者の選好関係はこの二種類の財の消費量の上に定義されている。そして、消

費者の均衡は、予算集合と無差別曲線の接する E*  となる。こうした財の数と

品質が所与のものであるとの単純化の仮定は、現実の経済に対する一次的な近

似として許容され得るが、品質変化や財の多様化・差別化が重要な経済現象と

なっている現代においては、財の数と品質がどのように決定されるかが、重要

な経済問題として、しばしばクローズ・アップされる。

                                                
3 ヘドニック・アプローチは、数学的には以下のように表現することができる。すなわち、あ

る製品 i の機能・性能をあらわす諸特性を n次元のベクトルCi
とすると、これを金額換算され

た品質 pi (スカラー)に変換する関数 h( )• として、 p hi i= ( )C と表現される。
4 ランカスター・モデルのフレームワークを利用して、消費者の合理的な行動を前提に、価格

と諸特性の関係として定義されるヘドニック関数が導出される。なお、ランカスター・モデル

のより一般的な議論については、Lancaster[1991]、太田[1980]等を参照。
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これに対し、ランカスター・モデルに基づく消費者行動理論においては、品

質変化や財の多様化・差別化の問題を取り扱うため、消費者の選好関係を、消

費する財の数量ではなく、財の消費によって取得される特性の量に対して定義

する。図 1(b)では、製品１・２は、それぞれ特性１・２に分解され、その組み

合わせであるベクトルの方向によって表現される。

ここでは簡単化のため、経済には財が二種類しか存在しないと仮定しており、

ベクトルの長さは、消費者の所得を製品単価で除した値に等しくなる。従って、

この消費者の予算集合は、二本のベクトルによって囲まれた三角形になる。ま

た、消費者の選好関係は、特性の数量に対して定義され、消費者均衡は、予算

集合と無差別曲線の接点 E *になる。こうした取り扱いにより、密接な代替関係

にある製品の多様化・差別化や新製品の登場といった分析が可能になる。

（３）ローゼンの理論モデル

次に、Rosen[1974]の議論に沿って、諸特性を取引する暗黙的な市場を想定し、

ここでの諸特性に関する需要・供給の市場均衡価格曲線としてヘドニック関数

が導出されることを示す。

今、n 次元の諸特性ベクトル z = ( , ,..., )z z zn1 2 により品質が表現される差別化

された製品群を考える。この市場において、ある特性 zを有する製品について

実際に観察される価格から、諸特性と価格を結び付けるヘドニック関数

図1　消費者均衡

(a)通常のミクロ経済学 (b)ランカスター・モデル
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p p z z zn( ) ( , ,..., )z = 1 2  が導かれる。ただし、この製品群には、十分に多数の製品

が存在し、諸特性の選択が連続的に可能であると仮定する。

まず、消費者の効用最大化行動を考える。ある消費者の消費する諸特性ベク

トルを z、価値尺度財を xとすると、この消費者の効用関数は  ( ) U xz, と表現さ

れる。また、予算制約は、消費者の所得 y に対して y p x= +( )z と定義される。

ここで、消費者がプライステーカーとして行動すると仮定すると、その合理的

行動は次のように定式化される。

max   ( ) 
z

z  U x,

s.t.        =  ( ) +  y p xz

(1)

最適化のための一階の条件は、

p
U y p

U y px
z

z z z
z z

= −
−

( , ( ))

( , ( ))
(2)

となる。ここで、 pz
、Uz

、Ux
は、それぞれ一階の偏導関数を意味している。

次に、消費者の効用水準 u の下での買値関数（bid function）をθ( ; , )z u y とす

ると、

U y u( , )z − =θ (3)

が成立している。さらに、(3)式を微分することにより、

θz zi xi
U U= >/ 0 (4a)

θz z z z z z x z x x xx xi i i i i i i
U U U U U U U U= − + <( ) /2 2 32 0 (4b)

が得られる。これは、買値関数は増加関数かつ凹関数であることを示している。

買値関数θ( ; , )z u y は所与の効用水準と所得の下で特性ベクトル zを獲得する

ために喜んで支出する金額を示しており、一方、消費者からみたヘドニック関

数 p( )z は、消費者が市場において最低限支払わなければならない金額を意味し

ている。従って、消費者の効用は、買値関数とヘドニック関数の接点において

最大化されている。すなわち、消費者の最適化行動の結果、
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θ( ; , ) ( )* * *z zu y p= (5a)

θz zz z( ; , ) ( )* * *u y p= (5b)

が満たされることになり、ヘドニック関数は消費者の買値関数の包絡線とみる

ことができる。この状態を特性ベクトルの第一要素について図示したものが図

2である。

次に、企業の利潤最大化行動であるが、通常のケースとやや異なり、生産量

M のほか、生産する製品の特性ベクトル z について意思決定を行う。すなわ

ち、企業の費用関数は C M( , )z  と書くことができる。ここで、企業もプライ

ス・テーカーとして行動するため、その利潤最大化行動は、

max ( ) ( , )
,z

z z
M

p M C Mπ = − (6)

と定式化される。従って、利潤最大化のための一階の条件は、

p C Mz z z= ( , ) (7a)

p C MM( ) ( , )z z= (7b)

図2　消費者の均衡

p(z1,z2*,...,zn*)
p,θ

 z1

O

θ 2(z1,z2*,...,zn*)

θ 1(z1,z2*,...,zn*)
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となる。ここで、消費者の場合と同様、売値関数（offer function）φ π( , )z を想

定すると、

π φ= −M C M( , )z (8)

が成り立つ。これをz、πで微分すると、

φz z= >C M/ 0 (9a)
φπ = >1 0/ M (9b)

が得られ、売値関数は増加関数かつ凸関数であることが分かる。

売値関数は、企業が製品を販売してもよいと考える最低限の価格であり、ま

た、企業からみたヘドニック関数は、市場において企業へ支払われる最高価格

を意味している。従って、企業の均衡においては、

p( ) ( , )* * *z z= φ π (9a)

pz zz z( ) ( , )* * *= φ π (9b)

が成り立ち、ヘドニック関数は、企業の売値関数の包絡線とみることができる。

これを諸特性ベクトルの第１要素について図示したのが、図3である。

図3　企業の均衡
p,φ

 z1
O

 p(z1,z2*,...,zn*)

 φ 1(z1,z2*,...,zn*; π1)

 φ 2(z1,z2*,...,zn*; π1)
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この結果、市場均衡においては、図 4に示したとおり、売り手と買い手が完

全にマッチングし、消費者の買値関数と企業の売値関数が、市場を均衡させる

ヘドニック関数を挟んで接しており、ヘドニック関数は、消費者の売値関数と

企業の買値関数の両者の包絡線とみることができる。従って、ヘドニック関数

は、消費者の選好や企業の生産技術といった個別経済主体の情報を反映してい

る訳ではなく、市場において観察される価格と諸特性の関係を示しているに過

ぎないと理解できる5。

なお、ヘドニック関数は、①企業の生産技術が全て同一である場合には、企

業の売値関数は全て同一となるため、企業の供給関数を識別している一方で、

②消費者の選好が全て同質的である場合は、消費者の買値関数が同一となり、

消費者の需要関数を識別していることになる。

                                                
5 ヘドニック関数が、市場において観察される価格と諸特性の関係をとらえているとの結論は、

ヘドニック関数の関数形について、先験的な理論的制約が存在しないことを意味している。

図4　市場の均衡

p, θ

z1
O

 p(z1,z2*,...,zn*)

θ 2(z1,z2*,...,zn*)

θ 1(z1,z2*,...,zn*)

 φ 1(z1,z2*,...,zn*; π1)

 φ 2(z1,z2*,...,zn*; π1)
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３．ヘドニック・アプローチによる実証分析の枠組み

本節では、ヘドニック・アプローチによる実証分析の枠組みを整理した上で、

説明変数の選択と多重共線性の回避、関数形の選択の二つのヘドニック関数推

計上の計量経済学的な問題への対応を検討する。

（１）ヘドニック・アプローチの実証分析への適用

前節で紹介したとおりヘドニック・アプローチでは、品質をその製品がもつ

各種の特性を統合したものとして捉える。また、財・サービスの価格とその性

能・機能をあらわす諸特性の関係を示すヘドニック関数は、Rosen [1974] が示

した財・サービスの有する諸特性の需要と供給が一致する市場均衡価格曲線と

して定義される。このため、ヘドニック関数の関数形については、先験的な制

約は存在しない。

実際のヘドニック関数の推計作業は、観察された価格を被説明変数に、また

品質に影響を与える適宜の諸特性を説明変数として選択し、定数項と誤差項を

入れたかたちで回帰分析を行う。具体的な推計式を半対数線形のかたちで示す

と、次式のとおりである。

ln p x d uit j
j

n

ijt k
k

T

ikt it= + + +
= =

∑ ∑α β δ
1 1

(10)

ここで、 xijt、dikt、uitはそれぞれ t期における第 i 財の第 j 番目の特性、第 k期

の時間ダミー、誤差項を意味している。

以下では、ヘドニック関数推計上の計量経済学的な問題として、説明変数の

選択と多重共線性の回避、関数形の選択の二つの問題への対応を説明する。

イ．説明変数の選択と多重共線性の回避

ヘドニック関数の推計に当たっては、説明変数としてどのような諸特性を組

み込むかが問題となる6。ヘドニック関数の推計を行う場合には、データセット

作成の時点で、製品の技術的な特性を考慮して、価格説明力の高そうな機能・

                                                
6 説明変数の選択と多重共線性の回避に関する議論の詳細は、白塚 [1995b] を参照のこと。
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性能指標に目星をつけ、データを収集していくことになる。ただし、これらの

機能・性能指標間には、多重共線性が強く生じているケースが多い7。こうした

多重共線性の強いデータを説明変数とした回帰分析では、推計パラメータの分

散が大きくなり、推計式が不安定化しやすいとの問題がある。

多重共線性の問題を解決する手段として、大きく分けて二つの方向が考えら

れる8。まず、第一は、主成分分析を利用して、相関関係の強い多数の変数の共

通変動をあらわす主成分を合成し、これを回帰分析の説明変数とする方法であ

る。合成された主成分は、お互いに無相関となるため、多重共線性の問題は回

避される。第二は、収集した諸特性値を全て利用することはあきらめ、価格説

明力が高く、かつ多重共線性の影響が少ない諸特性をいくつかピックアップす

る方法である。その際、統計的な手法による多重共線性の影響を診断し、どの

諸特性がどのような多重共線関係にあるかをチェックすることになる9。

ロ．関数形の選択

ヘドニック関数は、理論的には、前節で検討したとおり Rosen [1974] が示し

た財・サービスの有する諸特性の需要と供給が一致する市場均衡価格曲線とし

て定義される。従って、ヘドニック関数の関数形については、先験的な制約は

存在しない。このため、関数形の選択は、実証的な観点から行えばよいことに

なる。

具体的なチェック・ポイントとしては、①推計式のフィットの良さ、②推計

パラメータの理論的整合性、③推計作業の容易さ、④推計結果の解釈のし易さ、

                                                
7 多重共線性の問題を以下で分析対象として採り上げる乗用車で考えてみる。乗用車は、機

能・性能をあらわす各種カタログ・データが入手可能である。しかしながらその一方で、それ

らの諸特性間の多重共線関係が強いのが特徴である。例えば、車の大きさを示す指標として、

車体の全長・全幅・全高のほか、ホイールベース、室内空間等、各種の指標が存在しており、

これらの指標間の相関が高いことは、自明に近い。また、大きい乗用車は、車体の縦横高さと

もに大きく、重いだけでなく、パワーの大きいエンジンを積んでおり、燃費も悪いといった

ケースが多いのは、直感的にもわかりやすいと思われる。
8 白塚[1995b]では、乗用車にヘドニック・アプローチを適用するにあたり、説明変数間の多重

共線性をいかに回避するかとの問題を詳細に検討している。
9 多重共線性への対応策としては、このほか、リッジ回帰を行うことも考えられる。しかしな

がら、リッジ回帰については、リッジパラメータの決定基準に学界でも一致した見解がないほ

か、多重共線性の問題が必ず解決される訳ではないため、本稿では、リッジ回帰の適用は見送

る。リッジ回帰の詳細については、例えば、蓑谷[1992]、Judge et al. [1985] 等を参照。
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の四つがあげられる。これらのチェック・ポイントのうち、③については、関

数変換が容易で、通常の OLSを利用できる両対数線形、半対数線形、線形の一

般的な関数形が優れているのは明らかである。また、④についても、両対数線

形、半対数線形の被説明変数を対数変換した関数形では、年次ダミーの推計パ

ラメータから品質調整済み物価指数を直接算出できるとのメリットがある10等、

推計パラメータの解釈も一般的な関数形が容易である。このほか、②について

は、推計パラメータの有意度や符号条件について、各関数形毎にチェックする

といった作業が必要になってくる。

最後に、①の推計式のフィットの良さについては、通常、決定係数をみるこ

とが多いが、被説明変数を関数変換すると分散の大きさが変化するため、決定

係数を直接比較することはできない。そこで、ボックス＝コックス検定により、

異なる関数形のフィットの良さを統計的にチェックを行うことになる11。具体

的には、被説明変数と説明変数（ダミー変数を除く）について、次の(11)式に

より定義されるボックス＝コックス変換12を行い、係数パラメータとボックス

＝コックス変換パラメータθ、λを最尤法により推計する13。

                                                
10 両対数線形、半対数線形の年次ダミーの推計パラメータは、品質調整済み物価指数の対数

値と理解される。なお、ヘドニック関数の推計結果から品質調整済み物価指数（ヘドニック物

価指数）を作成する考え方については、本節（２）を参照。
11 ボックス＝コックス検定の詳細については、Greene[1996] 第 10章を参照。
12 ボックス＝コックス変換は、θ λ= = 0のとき、やや特殊なかたちをしているようにみえる

が、これは、ロピタルの定理により、

lim
( )

λ

λ

λ

λ

λ

λ

λ
λ

→ → →

− = − = × =
0 0 0

1 1

1

x d x d
x x xlim

/
lim ln ln

と、０以外の値のケースの極限値として導出され、ボックス＝コックス変換は 0においても連

続となる。
13 ボックス＝コックス変換形の推計については、Amemiya [1985] で指摘されているとおり、

ボックス＝コックス変換された変数 z( )λ  について、
z( )λ λ λ

λ λ
>=    (if 0)

   (if 0)

− >
<= − <

1

1

との制約があることから、残差項の分布は正規分布とならない。このため、残差項が正規分布

することを仮定している最尤法での推計結果にはバイアスが生じるとの問題がある。Amemiya

[1985] では非線形二段階最小自乗法による推計を提唱しているが、推計方法がややテクニカル

となるため、一般的にはあまり利用されていない。従って、ボックス＝コックス検定は、関数

形の適否を判断するチェック・ポイントの一つに過ぎないほか、本稿では、ボックス＝コック

ス変換の推計手法自体を問題としている訳ではないため、一般に利用されてい最尤法で推計を

行うが、その推計結果にはバイアスが生じ得ることを念頭において、評価を行う必要がある。
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p x x d uit j ijt
j 1

l

j
j l 1

n

ijt k ikt
k 1

T

it
( ) ( )θ λα β β δ= + ∑ + ∑ + ∑ +

= = + =

     ただし、

     p
p 1

0

p 0
it

it

it

( )θ

θ

θ
θ

θ
=

−
≠

=





 ln

     x
x 1

0

x 0
ijt

ijt

ijt

( )λ

λ

λ
λ

λ
=

−
≠

=





 ln

(11)

ただし、ここで特性変数 xijt のうち l+1 から n まではダミー変数でボックス＝

コックス変換の対象外と仮定している。

（２）ヘドニック物価指数の算出方法

ここでは、ヘドニック関数の推計結果から、品質調整済み物価指数を算出す

る考え方を整理する。なお、ヘドニック関数の推計結果を基にして算出された

品質調整済み物価指数を「ヘドニック物価指数」と呼ぶことにする。また、以

下の説明は、ヘドニック関数の推計を(10)式で示した半対数線形または説明変

数も対数変換を施した両対数線形で推計していることを前提にする。

具体的なヘドニック物価指数の算出方法は、ヘドニック関数の推計式に年次

ダミーを含むか否かで異なる。まず、年次ダミーを含む通年次推計、隣接二年

次推計については、年次ダミーにかかる推計パラメータを真数変換した値が品

質調整済み物価指数となる。すなわち、基準時点（ t = 0）における第 j 番目の

特性の大きさを x j
*とし、これを(10)式に代入すると、基準時点の年次ダミーは

全て 0の値をとり、また、比較時点（ t k= ）については、

d
t s

t sikt =
=
≠





1

0

  

  

( )

( )

となるため、基準時点および比較時点における品質を一定とした推計価格は、
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ln ln
^ ^ ^

*p xj
j

n

0
1

=

=

+ ∑α β (12a)

ln ln
^ ^ ^

*
^

p xs j
j

n

s=

=

+ +∑α β δ
1

(12b)

となる（なお、＾は推計値であることを示す）。ここで、(12b)式と(12a)式の差

をとると、

ln ln
^ ^ ^

p ps s− =0 δ (13)

となり、年次ダミーにかかるパラメータδsは、0 期に対する s 期の品質調整済

み物価指数の対数値になることがわかる。従って、基準時点 0 期を 100とする

比較時点 k期のヘドニック物価指数 I s0 は、

I s s0 100= ×exp( )δ (14)

として算出される。

次に、年次ダミーを推計式に含まない単年次データによるヘドニック物価指

数の作成方法を検討する14。0期および s期の推計パラメータを基準時点におけ

る特性の大きさ xj
*により評価し、その真数をとると、品質を一定とした 0 期、

s期の推計価格が次式のとおり得られる。

p xj
j

n

j

^
*exp0 0 0

1

= ∑( + )
=

α β (15a)

p xs s js
j

n

j

^
*exp= ∑( + )

=

α β
1

(15b)

                                                
14 年次ダミーを利用しない品質調整済み物価指数の算出方法としては、本稿で利用した基準

時点の平均的な特性値により推計パラメータを評価する方法のほかに、①基準時点と比較時点

の両方に存在する製品は調査価格を利用し、基準時点にしか存在しない製品には、ヘドニック

関数による推計価格により補填し、製品のシェアをウエイトとして物価指数を算出する方法

（コンポジット方式）、②推計された特性のシャドー価格を利用して、基準時点の製品の特性、

各製品のシェアにより、物価指数を合成する方法（特性価格指数）等も存在する（Triplett

[1988]、Cole, et al [1986] 等を参照）。しかしながら、これらの方法には、各モデルのマーケッ

トシェアに関する情報が必要になるとの制約がある。
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従って、基準時点 0期を 100とする比較時点 s期のヘドニック物価指数 I0sは、

I p pk k0 0 100= ×
^ ^

/ (16)

となる。

４．ヘドニック・アプローチによる品質の捕捉

本節では、前節で紹介したヘドニック・アプローチを、パソコン、乗用車、

ビデオカメラ、アパレル製品の各市場に適用し、それぞれ技術革新、消費者行

動の多様化、定価と実勢価格、ファッション性との側面に着目した分析事例を

紹介する。

（１）著しい技術革新の捕捉：パソコンのケース・スタディ

白塚[1994]では、パソコンにを採り上げ、技術革新の著しく、かつプロダク

トサイクルも短い製品において、ヘドニック・アプローチによって品質変化を

的確に計測できるか、との点を検証している。

イ．CPIにおけるパソコンの取り扱い

CPI では、品質変化を的確に捕捉できないが故に物価指数の対象外となって

いる製品がみられる。ここで採り上げるパソコンはその代表的な製品と考えら

れる。近年、パソコン市場では、技術革新のテンポが極めて速く、価格低下が

顕著である。また、パソコン・メーカーの参入退出や新旧モデルの後退が頻繁

に観察される。このため、従来から利用されてきた物価指数作成手法の枠組み

では、品質調整済み価格指数を構築し、常時、アップデートしていくことが困

難となっている15。

こうした技術革新の著しい製品を物価指数対象外としておくと、品質調整済

み価格の下落が物価指数に反映されず、上方バイアスをもたらす危険性が大き

                                                
15 わが国 CPIにおける品質調整方法の問題点については、例えば白塚[1995a]を参照。



15

い。また、これらの製品を適切なタイミングで取り込んでいかないと、特に、

普及期に観察される大幅な価格下落が物価指数に反映されない結果となる。

ヘドニック・アプローチは、製品の品質がこれを構成する機能や性能に分解

できると考え、これらを反映する客観的な指標を利用して、統合的な品質を個

別の機能・性能の総和として評価する。そのメリットは、品質という主観的な

評価に対して、極力恣意性を排し、機能・性能をあらわす客観的な指標に品質

評価の判断基準を求めようとする点にある。そして、こうしたメリットは、価

格と性能・機能指標さえ収集すれば、その品質評価が比較的容易に可能となる

という意味で、パソコンのように品質変化が激しく、プロダクトサイクルの短

い製品において、特に大きいと考えられる。

ロ．パソコン・ヘドニック関数の推計結果

白塚[1994]で計測されているヘドニック関数は、表 1に示したとおりである。

サンプル期間は、1990年から 1994年の 5 年間であり、ここでは、全サンプル

期間のデータをプールして推計した通年次での推計結果と 2 年間毎にサンプル

を分割して推計した隣接 2年次での推計結果を掲載している。

説明変数として採用されている諸特性は、CPU のクロック周波数、メモリ・

サイズ、ハードディスク容量、拡張スロット数、画面表示精度の 5 種類の指標

に加え、タイプダミー（デスクトップ、ラップトップ、ノートブックの区分）、

モニター種類（デスクトップの場合はカラーか白黒か、また、ラップトップ・

ノートブックの場合は、カラー／白黒のほか、STN、TFT といった液晶タイ

プ）、CPU タイプ（386、486、ペンティアム等）、会社ダミー、年次ダミーと

いったダミー変数である。

推計結果は、各サンプル期間とも良好なパフォーマンスを示している。すな

わち、推計式の決定係数は高く、また、推計パラメータも総じて符号条件が合

致し、かつ統計的にも有意である。
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ハ．パソコン市場のダイナミックな構造変化

次に、推計パラメータの時系列的な動きに注目し、そこから読み取ることの

できるパソコン市場のダイナミックな構造変化を考察してみる。

まず、5 種類の主要な性能指標にかかる推計パラメータをみると、技術革新

の進展等を反映して、年々その値は変化している。特に、ハードディスク容量

のパラメータが 1992、93 年頃を境に大幅に下落していることが目立つほか、

画面表示精度も 1994年に入り、かなり低下している。これらの動きは、最近

のハードディスクやグラフィック・ボード16の価格低下の動きとも整合的であ

る。一方、メモリや拡張スロットの推計パラメータの動きは相対的に安定して

推移している。

                                                
16 コンピュータの信号をモニターに表示するためのビデオ信号に変換する部品で、この部品

の性能により、画面の解像度や発色数、表示速度等が大きく影響を受ける。

表1　パソコン・ヘドニック関数の推計結果
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(資料) 白塚[1994]。

(備考) (　)内は標準誤差。なお、*は 1%、**は 5%の有意水準で有意。
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次に、会社ダミーの推計パラメータに注目すると、これは他の諸特性が全て

同一であるとした場合の価格差に相当し、例えば、メーカーの技術力やアフ

ターサービスの良さ、対応ソフトの充実度といった「除外された諸特性」

（omitted characteristics）17の影響を捕捉していると考えることができる。

まず、アップル社ダミーは、マッキントッシュ OS を搭載し、グラフィカル

なユーザーインターフェースにより操作性に優れていること等から、1992～93

年頃までのウィンドウズが本格的に普及する以前では、非価格競争力が高く、

かなり大きな推計パラメータが得られていたが、1993～94 年に至りウィンドウ

ズが本格普及してくると、推計値は急速に低下している。

また、1993 年頃から本格参入が始まったコンパック、デルといった海外の

DOS/V パソコン・メーカーの会社ダミーは、概ね -0.2～-0.4 前後の推計パラ

メータが得られているが、これは各特性が同一の場合、DOS/V パソコンが

NEC パソコンに比べ 2～3 割強程度割安となっていることを意味している。会

社ダミーのベースとなっている NEC パソコンは、依然としてやや高めの価格

で取引されている訳であるが、こうした価格差には、DOSベースのソフトを中

心とした NEC パソコン対応ソフトの資産といった機能指標に表れない「除外

された諸特性」に起因する価格差を捉えている側面もあると考えられる。

なお、DOS/V パソコン・メーカーの参入時期との関連では、これらのメー

カーが参入する以前の 1990年から 1992年の間では、隣接２年次での推計式は

決定係数が 0.9 前後もしくはそれ以上となっており、フィットが極めて良好で

あるが、1993年以降、決定係数が低下している。これは、DOS/V パソコン・

メーカーの参入以降、我が国パソコン市場の構造変化が急テンポかつ断続的に

進行している影響が表れていると推測される18。

（２）消費者嗜好の多様化の捕捉：乗用車のケース・スタディ

白塚[1995b]では、乗用車価格を対象に、多様化する消費者の嗜好をどのよう

にして取り込んでいくべきかを焦点として分析を行っている。

                                                
17 「除外された諸特性」の問題については、太田[1980]を参照。
18 わが国のパソコン市場の価格動向を分析した例として、鬼木[1994]を参照。
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イ．乗用車 CPIの推移

乗用車市場における価格の動きを CPI がどのように捕捉しているかをみるた

め、図 5として乗用車の CPI（全国）について、消費税率変更の影響を調整し

たベースの計数をプロットした19。乗用車トータルの指数（図中の太実線）は、

1990年以降、1994年央頃まで緩やかに上昇し、足許では、ほぼ横這いの動き

となっている。品目別の動きをやや詳しくみても、最近時点において、輸入乗

用車が大きく下落していることが目立っているが、国産乗用車の指数について

は、上昇もしくは横這いの動きとなっている。こうした動きは、価格を抑えて

割安感を前面に押し出したモデルが増加しているとの、われわれの実感にはあ

まり合わないように思われる。

われわれの実感との乖離の原因は、乗用車の CPI 作成方法、特に個別調査製

品毎の品質調整が不十分であることと、調査対象のカバレッジが狭く、かつ調

査対象銘柄数が少ないため、物価指数としての代表性に問題があることにあり

                                                
19 普通乗車、小型乗用車に対しては、1989年 4 月の消費税導入当初、物品税廃止にともなう

税収の目減りを緩和するため、6%の割り増し税率(通常は 3%)が適用されていたが、税率は

1992年 4月に 4.5%、1994年 4月に 3%と段階的に引き下げられている。

図5　CPI（全国）乗用車の推移
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(資料) 総務庁、『消費者物価指数』

(備考)消費税率変更の影響を調整したベース。
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そうである20。すなわち、CPI の品質調整手法は、必ずしも品質変化を適切に

評価できておらず、これがバイアスの大きな源泉となっている可能性がある。

また、調査対象範囲については、乗用車は全部で５つの品目に分割されており、

軽乗用車から小型乗用車までがカバーされているものの、普通乗用車は調査対

象外となっている21。なお、調査銘柄の詳細については、CPI を作成している

総務庁からは公表されておらず、不明な部分が多い。調査銘柄数は、各品目と

も数銘柄程度ずつとみられるが、調査銘柄の構成上、車種や乗用車サイズのバ

ランスをどのようなかたちで考慮しているかは明らかでない22。

ロ．乗用車ヘドニック関数の推計結果

ここでは、白塚[1995b]における乗用車ヘドニック関数の主要な推計結果を表

2として掲載している。

ここで説明変数としては、エンジンのパワーをあらわす指標である｢馬力｣、

車体の大きさをあらわす指標の｢ホイールベース｣、居住空間の大きさをあらわ

す指標の｢室内空間｣の 3 指標が採用されている。また、オプション機能を調整

するため、エアコン、オートエアコン、アンチロックブレーキ、4WS（四輪操

舵）、エアーバックシステム、サンルーフ、ナビゲータの 7 種類のオプション

機能装着の有無がダミー変数として組み込まれている。また、その他の定量化

困難な機能・性能指標として、スタイル（セダン、クーペ、ハッチバック等）、

サイズ（普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車）、エンジン種類（ガソリン、

ディーゼルの区分、およびガソリンについては、V 型、直列、ロータリー等の

区分）、トランスミッション（4 速オートマチック、5 速マニュアル等）、駆

動方式（FR、FF、4WD）、メーカー（トヨタ、日産、三菱等）をダミー変数

化して説明変数に加えたほか、推計サンプルに応じて年次ダミーを組み込んだ。

                                                
20 CPIと生活実感の乖離という問題を総合指数で考える場合には、平均的なバスケットとは何

かといった点が大きな問題になるが、乗用車のような個別品目については、この点は問題にす

る必要はないと考えられる。
21 その後、1996年になって実施された 1995年基準改定にともなって、普通乗用車が CPI対象

品目として取り込まれている。
22 調査銘柄についても、新車登録台数を参考に毎年見直しが行われているとされているが、

詳細は明らかでない。
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ハ．サイズ・スタイル別の価格変動の相違

では次に、普通車、RV 車へのシフトといった消費者嗜好の多様化が、価格

変動にどのような影響を与えたを検証する。具体的には、上述の推計に用いら

れたデータを乗用車のサイズ・スタイル別に分割してヘドニック関数の推計を

行い、それぞれの物価指数を算出した結果をみることにする。結果は図 6に示

されている。

表2　乗用車ヘドニック関数の推計結果

É]a®�`¼
ä®�`¼ ������® ������® ������® ������®

þN¿ ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

w! ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�jh���hu ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�T*> ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

lir� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

mh|lir� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

i�y�gp���ho ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�73 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

lih��gp ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

s��h� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 
	

}��q�hx ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�gy��gp ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

ph�� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�h|�|g�� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�r�� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

����gpu ����� � ����� 

	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 

	

m��h|� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�ä( ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

@>;( ����� � ����� 

	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 

	

{�`hv�� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

6í�ª½ ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

6í�ª½ ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�hx�hl�t�� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�é!4 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�é�~ei� ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

&& ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

�7$ ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	

£6 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 	

�³ ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

C)% ����� � ����� 	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

�C ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

I^_ ����� � ����� 
	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

$µ×X ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 

	 ����� � ����� 
	 ����� � ����� 	

%	4) ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

��� ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 	 ����� � ����� 
	

����® ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

����® ����� � ����� 	 ����� � ����� 
	

����® ����� � ����� 	 ����� � ����� 
	

����® ����� � ����� 	 ����� � ����� 	

�DÒP=Ò
Ôþ0N ����� ����� ����� ����� �����

aa�� ������ ������ ������ ������ ������

�X<PN ���� ��� ��� ���� ���

(資料) 白塚[1995b]。

(備考) 1.(　)内は標準誤差。ただし、 Breusch and Pagan [1979]の検定手法によって不均一分散

の存在が認められるため、White [1980]の手法に基づいてこれを調整。

　 2. **は 1%、*は 5%の有意水準で有意。
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これらのグラフをみると、普通乗用車と小型乗用車の物価指数の変動は、セ

ダン、ハードトップが比較的似ているものの、それ以外のスタイルは、お互い

に大きく異なっている。しかも、クーペは、普通乗用車の指数水準が大きく上

図6　乗用車のサイズ・スタイル別ヘドニック物価指数の推移
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回っている一方で、ワゴン、ワンボックスでは、逆に、普通乗用車の指数水準

が低くなっており、普通乗用車・小型乗用車別の指数変動の方向性や大きさに

は、スタイル毎にかなり大きな違いが観察される。

乗用車は、サイズ、スタイルといった属性毎に、特性が異なるだけでなく、

その価格変動も大きく異なっていることが確認された。これは、現行 CPI が抱

えている、調査銘柄の少なさや普通乗用車が対象外となっているカバレッジの

狭さといった問題が、CPIにバイアスをもたらしている可能性を示唆している。

特に、近年では、普通乗用車の税率引き下げを受けた車体やエンジンの大型化、

ワゴン、オフロード車といった RV 車の流行といったかたちで、乗用車のサイ

ズ・スタイルの多様化が進展しているだけに、調査銘柄数やカバレッジの問題

は、影響を強めていると推測される。

（３）定価と実勢価格：ビデオカメラのケース・スタディ

ビデオカメラでは、技術革新や消費者嗜好の多様化といった点のほか、定価

と実勢価格の二種類の価格データを収集し、両者の価格形成メカニズムの相違

を考察する。

イ．定価と実勢価格

家電製品市場をみると、一般に、メーカーが設定する「定価」と実際に取引

が行われる「実勢価格」とは異なっている23。メーカーが設定する「定価」

（標準小売価格）は、商品の品質・性能等を考慮した商品選択の基準となる価

格であるとされる。しかしながら、現実的には、値引きが恒常化しており、定

価で商品を購入する消費者は皆無に等しい。このため、小売店や消費者はとも

に、定価から何割引かという点に注目して取引を行う。また、メーカー・サイ

ドでも、小売市場では標準価格から値引きされた価格で販売されることを見越

して標準小売価格を設定していると考えられる。

ロ．ビデオカメラ・ヘドニック関数の推計結果

表 3には、白塚・黒田[1995]からビデオカメラ・ヘドニック関数の推計結果を

                                                
23 家電製品の小売市場における価格形成メカニズムに関しては、伊藤ほか[1995]が興味深い分

析を行っている。
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再掲している。ここでは、説明変数として、機能・性能を示す諸特性から、総

画素数、ズーム倍率、外形寸法の三つが採用されているほか、デッキタイプ

（8 ミリ、Hi8、VHS-C、S-VHS-C）、５種類のオプション機能の有無（CCD

枚数、手ブレ補正機能、液晶カラーファインダー、外部液晶表示窓、再生可能

液晶モニター）、メーカー、年次および発売後経過年数を表す情報が、それぞ

れダミー変数として利用されている。

表3　ビデオカメラ・ヘドニック関数の推計結果
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(資料) 白塚・黒田[1995]から再掲。

(備考) 1.**は 1%水準、*は 5%水準でそれぞれ有意。
　 2.（　）内は、標準偏差（Breusch and Pagan [1979] の手法で、均一分散であるとの帰無仮

説が棄却されないため、不均一分散の影響は調整していない）。
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実勢価格ベースと定価ベースの推計パラメータを比較してみると、前者の方

が定数項が小さい一方で、諸特性と機能ダミーのパラメータは大きい。これは、

わが国のビデオカメラ市場で、図 7に示したようなかたちで、実勢価格ベース

の方が定価ベースに比べ、機能水準差に対してより大きな価格差を与えている

結果と理解できる。

伊藤ほか[1995]で指摘されているように、メーカーが小売市場で値引きされ

た実勢価格で取引されることを考慮して標準小売価格（定価）を設定している

とすれば、この推計結果は、次のように理解することもできよう。すなわち、

ビデオカメラの知識をあまり有していない消費者が購入するケースの多い低価

格帯機種では、高めに定価を設定しておき、値引率を大きくみせ、大量に製品

をさばこうとする。その一方で、パワーユーザーが購入する高価格帯機種は、

大量販売は望めないため、機種重視で値引率を相対的に小さく抑えるとの解釈

である。

各々の特性・機能ダミーに関しては、有意にプラスのパラメータが推計され

ており、こうしたオプション機能追加に伴う価格上昇をかなり的確に捕捉して

いると考えられる。ただし、再生可能液晶モニターについては、定価ベースで

の推計パラメータが有意でない。この点についてはサンプルに採用されている

先発メーカーのシャープ社が、モニター付き製品を戦略的な製品として位置付

け、希望小売価格ベースでは、意図的に安めの価格設定をしていたとの解釈も

図7　実勢価格ベースと定価ベースの推計結果の関係（概念図）

��û
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成立しよう。すなわち、モニター付き製品について、意図的に安めの希望小売

価格を設定した結果として、再生可能液晶モニターに関し、機能・性能に対す

るディスカウント市場での評価を反映した実勢価格ベースでは有意な推計結果

が得られる一方、メーカー希望小売価格ベースでの推計結果では、有意な値を

示さなかったとの解釈になる。事実、再生可能液晶モニター付きの製品を発売

している代表的なメーカーであるシャープ社製品のディスカウント率（実勢価

格のメーカー希望小売価格に対する割引率）をみると、モニター付きの製品は、

モニターが付いていない製品に比べ、かなり低くなっている。

次に、タイプ別のダミー（8ミリ、Hi8、VHS-C、S-VHS-Cの区別、8ミリが

ベース）については、実勢価格ベース、定価ベースのいずれの結果も、8 ミリ

と VHS-Cが相対的に安価、Hi8、S-VHS-Cの高画質タイプが高値との関係が観

察される。統計的な有意さについては、Hi8の推計パラメータは、有意で VHS-

C、S-VHS-Cは有意でないとの結果となっている。これは、VHS-C の通常モー

ドでの録画時間が 30 分と短いため、３倍速モードで録画されることが多く、

高画質タイプの S-VHS-Cタイプでも、8ミリと大きな差がないと評価されてい

ると読むこともできる。

このほか、メーカーダミー（ソニーがベース）については、実勢価格ベース

と定価ベースで符号条件が逆転しているものが多い。これは、定価ベースでの

メーカー毎の価格設定戦略と、これに対するディスカウント市場での評価が異

なることを示している。従って、単純に広告や店頭での希望小売価格からの

ディスカウント率を比較しただけでは、異なるメーカー間の割安・割高は、判

断できないことがわかる24。

最後に、発売後経過年数ダミーの動きをみておく。このダミーは、時間の経

過に伴う製品の陳腐化を捕捉するためのものである。発売後 3 年以上経過した

サンプルは、極めてわずかで、推計パラメータの精度が低いと考えられるため、

ここでは 1 年および 2 年経過ダミーの推計パラメータに注目してみると、表 3

に示した推計パラメータは、それぞれ-0.09、-0.20となっており、発売後の 2年

間で品質調整をほどこした上でも、さらに年率約 10%ずつ技術の陳腐化が進ん

                                                
24 メーカー間の価格差を判断するためには、推計された残差を利用して各社別のマーケット

シェア変動を分析することも考えられる。しかしながら、本稿では必要なサンプル数が十分確

保できなかったため、分析は見送ることとした。この点の詳細については、Cowling and

Cubbin[1971]参照のこと。
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でいることを示している。こうした発売後における価格低下の動きの背景とし

て、①学習効果による生産コストの低下と、②時間による価格差別の二つの要

因があると考えられる25。まず、学習効果による生産コストの低下については、

累積生産台数の増加に伴って、生産ラインの効率性が向上し、単位生産コスト

が低下するとの効果である。また、時間による価格差別は、価格競争力の高く、

価格弾力性が小さい発売直後には、高めの価格設定をしておき、製品の陳腐化

に伴う価格弾力性上昇に合わせて、価格を低下させるとの販売戦略である。

（４）ファッション性の捕捉：アパレル製品のケース・スタディ

アパレル製品は、消費者の嗜好にあわせて多種多様な製品が販売されており、

価格や品質のバラエティが広く、同じような製品であってもブランドや素材、

デザインといった品質に大きなバラツキがみられる。また、季節によって春夏

物・秋冬物の入れ替わりが生じ、価格帯が大きく変化する。このため、アパレ

ル製品に対しても、製品の品質を捕捉する手法として、ヘドニック･アプロー

チを適用し、製品の素材、縫製、デザイン、ブランドといった情報を活用する

ことは有用と考えられる。

イ．アパレル製品ヘドニック関数の推計結果

表 4～表 7は、それぞれスカート、パンツ、ブラウス、セーターの 4 アイテ

ムに関する推計結果をまとめたものである。推計期間は、春夏物（1994、95 年

の春夏物 2期間）、秋冬物（1994、95年の秋冬物 2期間）、および期間を特定

化せず春夏物と秋冬物をプールしたもの（1994、95年の春夏・秋冬物の全 4期

間）で、それぞれ隣接２年次のサンプルによって推計を行った。

全体的にみて、符号条件は概ね先験的に予想された方向を示しており、統計

的に有意なパラメータが多く、また、決定係数も 0.55～0.84程度の値を示して

いる。したがって、アパレル製品に関しても、ヘドニック・アプローチによっ

て、品質差の捕捉が相当程度可能であると判断できる。

                                                
25 この点については、伊藤ほか[1995]第２章も参照のこと。
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ロ．価格差とファッション性・機能性

推計パラメータをみると、まず素材（ベースは合成繊維）では、素材そのも

のに価格競争力があると考えられるシルク、ちりめんや、繊維主原料自体に希

少性があるカシミア、アルパカ26等は、正の大きな値を示すと同時に統計的に

も有意となっている。また、化学繊維についても、再生繊維がセーターで正の

有意かつ大きなパラメータを示している。これは、独特の風合いを出すレーヨ

ンやポリノジック、テンセル27といった再生繊維が、従来からの天然素材を凌

                                                
26 アルパカは、南米ペルーを原産とするラマに似た家畜。その毛は、保温性、光沢、肌触り

などに優れ、上質の織物が作られる。
27 テンセルは、近年、英国で開発されたセルロース系の再生繊維。肌触りが柔らかなこと、

表4　スカートの推計結果
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(資料) 白塚・黒田[1996]。

(備考) 1. **は 1%水準、*は 5%水準でそれぞれ有意。

2. （　）内は、標準誤差（Breusch and Pagan [1979] テストで、均一分散であると

の帰無仮説が棄却される場合は、White [1980] に基づいて不均一分散の影響を

調整している）。

　 3. 以下、表 5～表 7に関しても同様。
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駕しつつあることを反映している。このほか、綿は総じて負かつ有意な値が得

られている。

スタイル・ダミーに関しては、ファッション性・機能性をあらわすダミー変

数について、概ね符号条件が合致しているほか、統計的にも有意な結果が得ら

れている。例えば、スカートのプリーツあり、パンツ・ブラウスのエレガント

系、ブラウスのレース付き、セーター手編みといった変数が、プラスの値をと

る一方で、スカート・パンツのカジュアル系はマイナスとなっている。また、

袖丈など、容量の違いをあらわすパラメータは、有意に先験的に意図される方

                                                                                                                                              
家庭で洗濯できることなどの特徴が評価され、近年繊維業界でブームとなり、最近ではアウ

ターのみならずジーンズやインナー製品にも使われている。なお、この繊維は、製作工程が簡

単なこと、廃液が再利用できることから、エコロジーファイバーとも呼ばれている。

表5　パンツの推計結果
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(備考) 1.カジュアルは、チノパン、イージーパンツ等、比較的ラフなタイプのもの。

　 2.エレガント系は、ノンカジュアルの中で、A ラインやプリーツパンツ等、特に

おしゃれ用として区別されるもの。
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向を示している。例えば、セーターやブラウスの半袖、ノースリーブは、長袖

の価格より 2～3割程度安いとの結果が得られている28。

また、付加的機能ダミーについても、全体として統計的に有意な値を示して

いる。特に、ブラウスの推計に用いた特殊加工ダミーは、いずれの期間におい

てもプラスで有意な値を示している。このダミー変数は、形状安定加工、はっ

                                                
28 なお、セーターについては、材料消費量の少ない丈短ダミーが有意にプラスとなっている。

これは、今冬には、半袖・丈短タイプのセーターが流行していることを反映していると推察さ

れる。すなわち、アパレル製品のヘドニック関数は、消費者嗜好の変化といった需要サイドの

要因によって、変化している可能性が高い。このため、流行の変化を的確に捉えるとの観点か

らは、サンプル期間の長さに注意する必要がある。

表6　ブラウスの推計結果
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(備考) エレガント系は、ドレープ等がついているものなど、おしゃれ用として区別され

るもの。
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水加工といった繊維段階での加工に加えて、シースルー素材仕様等、特に付加

的と判断されるものを統合したものである。また、色数とサイズ数がマイナス

に有意な値を示しているのは、大量生産を行い、安価で販売することを目的と

したサンプルの影響を吸収していると考えられる。

このほか、生産国ダミーについては、イタリア製ダミーがプラスかつ有意と

なっている一方で、東南アジア諸国製ダミーはセーターを除けば概ねマイナス

の値を示している。これは、イタリア製品のブランド・イメージといったもの

を調整しているとみることができる。また、カタログ・ダミーでは、千趣会よ

りもディノスの方が 1 割強から最大 8 割程度割高であることが分かる29。この

                                                
29 本論文では、カタログの確保が不十分であったため、サンプル数に制約があったことが指

摘できる。今回の推計では、カタログ・ダミーを含めることによって、カタログ特有の品質差

表7　セーターの推計結果
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価格差には、ターゲット層の違いによる品揃えの相違といったすでに組み込ま

れている説明変数だけでは捕捉できない品質差が反映されていると考えられる。

もっとも、以上の各種アパレル製品に関するヘドニック関数の計測結果は、

ファッション性・機能性に関する基本的な情報を利用することで、多種多様な

アパレル製品の品質差を相当程度調整できることを意味している。すなわち、

アパレル製品では、消費者の嗜好にあわせるため、様々な差別化が図られてい

るが、価格差に反映されるような品質差というレベルでみれば、ファッション

性・機能性に関する情報を相当程度絞り込めることになる。つまり、CPI アパ

レルの指数精度は、こうしたアパレル製品の品質に関する特徴点をヘドニッ

ク･アプローチによって調整することで、改善できる可能性が高い30。

５．結び

本稿では、物価指数における品質調整を行う代表的な手法であるヘドニッ

ク・アプローチを採り上げ、その経済理論的・実証的な問題を整理するととも

に、機能差・性能差がヘドニック・アプローチによってどの程度捕捉され得る

かを検討した。

ヘドニック・アプローチの実証分析の枠組みは、対象とする財・サービスの

価格をその性能・機能をあらわす諸特性によって回帰するとの極めて単純なも

のである。しかしながら、耐久消費財のみならず、アパレル製品等の極めて幅

広い製品に同一のフレームワークを適用し、品質変化を捕捉することができる。

また、対象とするデータやサンプル分割と工夫することにより、そこで捕捉さ

れ得る品質差も多種多様なものに対応することができる。

翻って、わが国における物価統計作成の現状をみると、統計作成作業にヘド

ニック・アプローチを活用しているのは、卸売物価指数におけるコンピュータ

及び同関連製品の一部のみである。確かに、ヘドニック・アプローチを導入し

たとしても、品質変化の影響を完全に除去することはできないのは事実である。

                                                                                                                                              
を調整できることが実証的に示されたため、より多くのカタログの採用・サンプル数の確保が

今後の研究課題として残される。
30 ただし、ここでの推計結果は、かなり限定的なサンプルによるものである点には留意が必

要である。
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しかしながら、ヘドニック・アプローチを利用することにより、品質変化に起

因するバイアスを十分小さくすることはできると考えられる。

今後、わが国の物価統計作成機関においても、統計作成実務的な観点を念頭

において、より具体的な検討が進み、ヘドニック・アプローチの導入を柱とす

る品質調整手法の改善が望まれる。

以 上
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